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北九州スマートコミュニティ創造
事業
―日本初の本格的ダイナミックプライシング社会実証―

†1 技術研究組合 北九州スマートコミュニティ推進機構　

国の次世代エネルギー・社会システム実証である北九州スマートコミュニティ創造事業では，2010年度から 5年間の計

画でマスタープランを作成し，各種デバイス・機器の開発，設備の構築，各種制度設計等を実施．そして，2012年度か

らは多段階のクリティカルピークプライシング（CPP）によりダイナミックに電力料金を変動させる，日本初の本格的ダ

イナミックプライシング社会実証の実証実験を開始．料金変動に対する需要家の行動変化によるピークカット効果の検証

を行っている．今後，この検証された成果の精度を高めるとともに，時間の経過とともに発生するであろう慣れや飽きと

いったものをいかにしてカバーしていくのか，現在もこれらの新しい課題と向き合いながら，各種技術実証とともにこの

ダイナミックプライシングを中心としたデマンドレスポンス社会実証の実証実験に取り組んでいる．

荒牧 敬次 †1　岩野 和生 †1

１．はじめに

国の次世代エネルギー・社会システム実証である北九

州スマートコミュニティ創造事業は，1901年に日本初
の近代高炉が火入れされた，まさに日本の近代産業発祥

の地である北九州市八幡東区東田地区を実証フィールド

として，電力などのエネルギーを中心としながらも単な

るエネルギーマネジメントシステムの範疇にとどまら

ず，ライフスタイル，ビジネススタイルまで含めた新し

い“まちづくり”と位置づけてプロジェクトに取り組ん

でいる．

本稿では，事業開始から間もなく4年を経過する実証
事業の全体を，ダイナミックプライシングを始めとした

デマンドレスポンス実証実験の内容を中心に紹介する．

2．プロジェクトの経緯

2010年1月，政府の成長戦略に位置づけられる日本型
スマートグリッドの構築と海外展開を実現するための取

り組みである次世代エネルギー・社会システム実証を行

う地域を国が公募．全国約20の地域からの応募が寄せ
られる中，北九州市も「北九州スマートコミュニティ創

造事業」として本事業の提案（応募）を実施した .

同年4月，横浜市，豊田市，けいはんな（京都府）と
ともに選定を受け，同年8月に本事業のマスタープラン

を策定して国へ提出し，北九州市，新日鐵住金（株），

日本アイ・ビー・エム（株），富士電機（株）を設立時

幹事企業とした本事業の推進組織である北九州スマート

コミュニティ創造協議会を設立し，本格的に事業をスタ

ートした．

実施期間は5年間で，2010年度に全体計画を策定し実
証機器の開発に着手，翌2011年度には実証にかかわる
制度設計を行うとともに実証設備の構築を実施した．

そして，2011年度より3年間，これらの設備を活用し
て実証実験を実施している．

3．八幡東田地区の特徴

この北九州市八幡東区東田地区は，1901年に官営八
幡製鐵所が創業を開始した日本の近代産業発祥の地であ

る．その跡地を1980年代から民生地として再開発を進
めている120ヘクタールのエリアであり，現在も新日鐵
住金（株）八幡製鐵所が隣接している．

この地区の最大の特徴は，これらの工場と地域全体が

互いの特徴を生かし，環境のベストミックスな共存を図

っている点にある．

この地域は120ヘクタールという決して広くはないエ
リアであるが，一般住民の方がお住まいのマンション，

集合住宅をはじめ，工場，オフィスビル，商業施設，医

療機関，自然史博物館や環境ミュージアムなどの公共施
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設と，多様な施設が街を形成しており，実証実験開始時

点において，居住者数：約200世帯900人，進出企業・
団体：約50事業所210社，就業者数：約6,000人，年間
来訪者：約1,000万人という地域である．
具体的な特徴の1つとして，この地域は新日鐵住金（株）

が全額出資する発電所，東田コジェネ（株）が地域全

体の電力を供給していることである．同社は新日鐵住

金（株）八幡製鐵所構内にガスエンジン6機からなる天
然ガス発電施設を建設しこの設備を保有，売電事業は新

日鐵住金（株）が担っている．新日鐵住金（株）による

電力供給は国際物流特区の規制緩和を活用したもので，

電力供給者と需要家が組合を設立した場合に電力の特定

供給事業を可能にしたもの．組合は電力供給者となる新

日鐵住金（株）（東田コジェネ（株））と，需要家となる

八幡東田地区を中心とした進出企業などにより設立され

た．新日鐵住金（株）はこの規制緩和を前提に，出力3
万3,000キロワットの発電所を建設，自前の配電線を使
って，組合員へ電力を供給している．

2つ目の特徴は，製鉄所から発生する水素を地域全体
のエネルギーとして有効利用する北九州水素タウン事業

を推進していることである．この副生水素を水素自動車

などの燃料として供給する北九州水素ステーションをは

じめ，街中に敷設した水素パイプラインによってこの地

域の集合住宅や商業施設，公共施設に設置された純水素

型燃料電池に水素を供給している．

3つ目の特徴は，この地域の環境共生マンションや博
物館などの公共施設を中心に太陽光発電などを積極的に

導入していることである．また，この環境共生マンショ

ンは，この自然エネルギーの活用とともに高断熱・高気

密化などを行い，一般マンションと比較

して30％を超えるCO2の削減を実現し

ている．

もう1つ，この地域の大きな特徴はま
ちづくりを推進する地域のコミュニティ

が存在することである．八幡東田グリー

ンビレッジ構想の推進拠点として開設さ

れた東田エコクラブは，環境配慮型の建

物で民設民営の公民館（まちづくりサロ

ン）として複数のNPOなどが多岐にわ

たる継続的な活動を行っている．また，

地区内の立地企業や地域住民による東田

まちづくり連絡会を組織し，積極的な環

境活動を展開している．

4．事業の特徴

本事業は，地域社会が参加するエネルギーコミュニテ

ィの実現をめざしている．エネルギーを使いこなす社会

（地域）を実現し，具体的な数値としてはCO2を一般街

区と比較して50％削減することを目標として設定して
いる．その目標達成を目指すための本事業の特徴は，以

下の４点である

（1）地域全体のエネルギーマネジメントの構築
図1の構成のもと，この地域のすべての需要家（200

世帯，50事業所）にデマンドレスポンスに対応した
HEMS（Home Energy Management System），BEMS（Building 

Energy Management System），FEMS（Factory Energy Man-

agement System），スマートメーター等を設置し，CEMS

（Cluster Energy Management System）を中心とした中央コ

ントロールセンターである地域節電所（図2）により，

地域全体のエネルギーマネジメントを実施する．

（2）新しい電力料金制度等，デマンドレスポンスの仕組
みの創設

負荷平準化，そして再生可能エネルギーの電力を使い

こなすために，電力の需給状況にあわせて電力料金を変

動させるダイナミックプライシングやインセンティブプ

ログラム等の仕組みを創設し，スマートメーター経由の

タブレット端末である宅内表示器（図3）により通知を

行う．

（3）産業リソースの地域での活用
地域全体でのエネルギー利用の最適化を図るため，隣

接する工業地帯から，電気や水素等の産業リソースを地

域全体で活用する．

図 1　北九州スマートコミュニティ創造事業の構成
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（4）社会インフラとしてのスマートグリッド基盤の活用
当事業を通じて整備するスマートメーター等の情報通

信インフラを活用して，市民や事業者の利便性向上につ

ながる新規事業，たとえば見守りサービス，オンデマン

ド型コミュニティバス等を検討・実施する．

5．事業の目的

前述のとおり，本事業は2010年4月，経済産業省より
日本版スマートグリッドの実証を行う地域として選定さ

れたものであり，地域エネルギーの効率的なマネジメン

トの実施と，この事業を通じて開発した技術やノウハウ

の海外輸出などにより，我が国の成長につなげるという

目的が設定されている．現在，この事業ではエネルギー

マネジメントを中心とする実証実験を進めているところ

であるが，将来的には，市民の利便性向上につながるよ

う，交通や安全安心など多くの社会インフラを含むスマ

ート化を進めていきたいと考えている．

エネルギーマネジメントについては，現在60を超え
る企業や団体が参加して，技術開発を進めているところ

であるが，本事業の基本的な考え方は需要家が参加する

新しいエネルギーシステムを構築すること，つまりこれ

までエネルギーの消費者いわゆる consumerでしかなか

った需要家が，生産消費者であるprosumerになってい

くことであり，より効率の良いエネルギーシステムを作

ろうというものである．この生産消費者の意味は，単な

る太陽光システムや燃料電池等の発電システムを需要家

が有しているということだけではなく，省エネやピーク

カットといった行為も広義の生産と捉えている．

こうした需要家が参加する新しいエネルギーシステム

のもとで，具体的な目標として考えているものは，以下

の４点である．

（1）負荷平準化
都市のエネルギー需要は，需要家の種類によって異な

るが，一般的に，オフィスや商業部門であれば，昼間ピ

ークを迎え，家庭部門であれば朝夕にピークを迎える．

本事業では，情報通信技術や蓄電池等を活用し，さまざ

まなタイプの需要家を組み合わせて，ピークカットやピ

ークシフトを行い，地域全体での負荷平準化につなげる．

（2）再生可能エネルギーの最大活用
太陽光発電，風力発電等の再生可能エネルギーは，今

後さらなる大量導入が期待されており，国は太陽光発

電を2020年までに2,800万kWにする目標を掲げている．

こうした再生可能エネルギーの大量導入社会に備えて，

できるだけ出力抑制することなく，再生可能エネルギー

の電力をうまく使いこなす仕組みを構築する．

（3）省エネルギー
近年，省エネルギーの重要性はますます高まっており，

本事業ではスマートメーター経由で宅内表示器というタ

ブレット端末を用いた情報提供による見える化と，一部

で導入するHEMS，BEMS等のエネルギーマネジメント

システムの導入により，省エネルギーを推進する．

（4）災害時における自立運転システム
スマートグリッドはいわゆるマイクログリッドとは異

なり，一定程度，一般電気事業者等の電力系統と連携

し，相互に協力関係にあることが重要である．一方，大

規模電力系統につながっているために，災害時等で万が

一系統が止まったときにはスマートグリッドのシステム

も使用できなくなるが，本事業では，万が一の災害時で

も必要最小限の量について自立運転できるシステムを構

築する．

図 2　地域節電所（CEMS）

図 3　スマートメーターと宅内表示器（画面例）
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6． 全体構成とエネルギーマネジメントの流れ

6.1　システムの構成
本事業は，各需要家および地域全体の電力の使用状況

や再生可能エネルギーを含む発電状況等の情報を提供す

るとともに，需要家に省エネ等の各種ガイダンスを行う

中央コントロールセンターとしての地域節電所，その地

域節電所と各需要家とのゲートウェイとなるスマートメ

ーター，地域節電所からの要請に基づき，自動で各需要

家のエネルギーマネジメントを行うHEMSやBEMS等の

エネルギーマネジメントシステム，地域全体や各需要家

のピークカットやピークシフトを行う蓄電池，太陽光発

電等の発電システムにより構成されている．

図4は，2010年度マスタープラン作成時の事業全体構
成である．

6.2　設計上の考慮
システム全体は，この事業全体構成図の下位レイヤに

位置するさまざまなデバイス，機器・設備，そしてそれ

らから収集されたデータの活用による上位レイヤに位置

する新たな付加価値創造システムから成り立つシステム

集合体としてのシステムとの認識を共有して計画，設計

を始めた．それらを相互接続するためにはネットワーク

の構築が不可欠であり，そのネットワークは個々の機器・

システムの要件を満たした上で，拡張性，汎用性に十分

な担保を与えるものでなければならなかった．

北九州スマートコミュニティ創造事業では，以下の

2つの観点からネットワークの設計を進めた．
①ネットワーク下位レイヤでは IPを用いた相互接続

②上位のアプリケーションレイヤにおいては，共通の外

部通信仕様

図5は，地域エネルギーマネジメントシステムを中心

として各エネルギーマネジメントシステムおよびコミュ

ニティ蓄電池設備などのゲートウェイとの間インタフェ

ース(①)，また地域エネルギーマネジメントシステムで
収集したデータを用いたサービス提供者のアプリケーシ

ョンに対するインタフェース(②)をイメージした図で
あり，当実証事業の構想時点から共通理解されてきたも

のである．

この方針に沿って地域エネルギーマネジメントシス

テムと関係するシステムとの間の共通仕様づくりを進

めた．

この共通仕様は，具体的には地域節電所の中核をな

すCEMSとHEMSまたはBEMSとの間の通信電文のフォ

ーマットを定めたもので，毎日定時に繰り返される翌日

の電力需要予測とそれに基づく供給計画の立案を始めと

して，電力供給逼迫時の需要抑制依頼等々に関しても定

義されている．この電文に則ったインタフェースを取る

ことで，さまざまなベンダが独自に開発するエネルギー

マネジメントシステムが地域全体のエネルギーマネジメ

ントを統括す

るCEMSと会話

することができ

る．本事業にお

いても，さまざ

まなベンダが

開発したそれ

ぞれのHEMS，

B E M S，F E M S

等がCEMSに接

続され，より効

果的なエネルギ

ーマネジメント

を達成してい

る．また，追加

の実証事業にお

いても，素早く

CEMSとコミュ

ニケーションが図 4　北九州スマートコミュニティ創造事業全体構成図
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事業19
地域エネマネ（CEMS）
・ダイナミックプライシング
・エネルギーの相互融通
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連携情報（指示系）
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• 省エネ指示
• 蓄電池
充放電指示

• 省エネ指示
• 蓄電池
充放電指示

• 省エネ指示
• 蓄電池
充放電指示

エネルギーマネジメントとネットワーク

事業20 スマートシステム
・エネルギー，交通，水等の都市インフラ，安全・安心システムなど都市の情報を統合

事業24 小中学校ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
事業25 環境学習ｺﾝﾃﾝﾂ整備
事業26 環境学習ｼｽﾃﾑ

地域コミュニティ

事業29 EV,ｐHV 課金ｼｽﾃﾑ
事業31 ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ運行ｼｽﾃﾑ
事業33 ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ総合支援ｼｽﾃﾑ
事業34 次世代自動車運用ｼｽﾃﾑ
事業35 ﾚﾝﾀｻｲｸﾙｽﾏｰﾄITｼｽﾃﾑ

モビリティネットワーク
• エネルギー使用量
• 各種利用実績

事業21 ネットワーク＆セキュリティの確保
事業23 エコポイント・カーボンオフセット
事業27 エネルギー消費の見える化

G
33MW
LNG発電

東田コジェネ

6.6kV

需要家へ • 電力品質情報
• 計測データ

• 一定運転
• 計画運転

太陽熱
利用ＢＤＦ

• 発電量
• 消費電力量
• 蓄電池
充放電量
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取れるようになっている．これには実装段階において，

オープンソースにもなっている市販のミドルウェアを共

通に利用していることも大きく寄与している．

しかしながら，実際のシステムの構築においては，多

くの問題が発生したが，その中でも最も厄介な問題の

1つは，需要家に設置する装置の通信の問題であった．
この地域はすべて既存住居であることを配慮して，

図６に見られるようにメッシュ無線やWi-Fiといった無

線通信を利用しているが，この通信の途絶える需要家が

発生したのである．

もちろん，機器の設置前には代表的な構造の需要家宅

にて通信テストを行ったのであるが，それと同一のマン

ション内で，通信が途絶える需要家が発生した．現在の

マンションは高気密・高断熱を謳っており，同一の建物

であっても間取り等のちょっとした変化で，通信に大き

な影響を及ぼすのである．現在は中継器で対応するとと

もに，今後の展開に際して通信インフラの再検討を行っ

ているところである．

6.3　EMSの流れ
次に，エネルギーマネジメントの流れを見てみたい．

具体的な流れとしては，

（1）HEMS，BEMS等の各エネルギーマネジメントシス

テムは，翌日の需要計画の作成や需要予測を行い，

その情報を地域節電所に送信する．

（2）地域節電所は，各需要家の需要予測と地域節電所で
実施する太陽光発電等の再生可能エネルギーの発電

予測，コミュニティ設置型等の大型蓄電池の充放電

図 5 地域エネルギーマネジメントシステムの外部インタフェース（出典：一般財
団法人日本経済情報社会推進協会　資料）☆ 1 

☆1 本図は，一般社団法人新エネルギー導入
促進協議会補助事業「2011年度　次世代
エネルギー・社会システム実証事業費補
助金（次世代エネルギー・社会システム
実証事業）」公募要領P.22から一般財団法
人日本経済情報社会推進協会「地域エネ
ルギーマネジメントシステムに関する標
準化等調査事業」報告書類への引用．

 http://www.nepc.or.jp/topics/pdf/110308/110308.
pdf図 6 スマートメーターシステムの構成イメージ

計画により，翌日の電力需給計画

を立て，各需要家に発信する．そ

の際，需要家の行動を促すための

ダイナミックプライシングと呼ぶ，

電力料金も併せて通知する．

（3）エネルギーマネジメントシステ
ムを設置している各需要家は，地

域節電所からの要請に基づき，省

エネやピークカット，ピークシ

フトを行うよう，需要計画を変更

し，その計画に沿って，自動でエ

ネルギーマネジメントを行う．エ

ネルギーマネジメントシステムを

設置していない需要家では，スマ

ートメーター等からの情報に基づ

き，手動で需要機器をコントロー

ルする．

たとえば，天気が良く太陽光発電シ

ステムから多くの発電がなされピーク

需要を上回るケースでは，昼間の電力

料金を安くして，給湯（蓄熱），電気

自動車，蓄電システム等による蓄電を

行うことで，電力系統の安定化に貢献

 
2011年度事業の成果をもとに共通仕様を決定

する部分

①，②：2010 年度成果（「地域エネルギーマネジメン
トシステムに関する標準化等調査事業」）の共通仕様
を実装する部分
③

◆スマートメーターの役割

　・需要家の電力使用量の見える化／ CEMS からのデマンドサイドマネジメント要求の表示

コンセントレータ

〈メッシュ無線ネットワーク〉

スマートメーター

宅内表示器

◆特長的な機能
　・宅内表示器と無線による双方向通信
　・DR情報やDP情報を宅内表示器に表示
　・電力使用量の「見える化」による省エネ
　・データ（30 分値、44 日分）を蓄積可能
　・遠隔での契約容量変更（サービスブレーカー機能）

◆展開性
　・日本電気計器検定所の型式認定取得
　・料金取引に使用可能

WiFi

地域エネルギー管理システム
（CEMS）

Ethernet
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できるとともに，需要家にとっても安価な料金で電気を

確保することができる仕組みである．

7．需要家参加の仕組みづくり

地域全体のエネルギーマネジメントを実現するために

は，需要家参加のエネルギーシステムを構築する必要が

ある．需要家に参加いただき負荷平準化等の成果を挙げ

ていくためには，「需要家にとってのインセンティブ」

が継続して存在することが重要と考えている．

そのため，本事業では以下の仕組みを考えている．

（1）自身の電力使用量および地域全体の電力需給状況の
見える化

（2）電力需給状況に応じて電力料金を変動させるダイナ
ミックプライシング

（3）電力料金以外の制度によって電力需給をコントロー
ルするインセンティブプログラム

8．ダイナミックプライシング

8.1　概要
上記の３つの仕組みのうち，北九州スマートコミュニ

ティ創造事業における大きな特徴の1つがダイナミック
プライシングである．ダイナミックプライシングとは電

力料金を地域全体の電力需給の状況に応じて30分単位
でダイナミックに変動させるもので，本事業が目指す需

要家参加のエネルギーシステムにおいて，中心となる社

会システムである．今回の実証事業では以下の仕組みを

基本設計としてシステム構築を行っている．

（1）ベーシックプライシング
本実証において，基本となる料金プランである．いわ

ゆる季節別・時間帯別の季時別料金で，夏季の昼間が最

も高く，夜間や夏以外の季節は安くなる仕組みで考えて

いる．

（2）リアルタイムプライシング
日々変動する料金であり，毎日の需要や再生可能エネ

ルギーの発電量を予測して，上記のベーシックプライシ

ングに0.8や1.2などの係数を掛けて設定することとして
いる．本料金は，スマートメーター経由の宅内表示器等

を介して前日の18時までに需要家に通知する．
（3）クリティカルプライシング（CPP：クリティカル・

ピーク・プライシング，CBP：クリティカル・ボトム・

プライシング）

上記のリアルタイムプライシングの需給予測に基づく

調整がうまくいかなかった場合に設定する料金である．

たとえば，天気予報がはずれて再生可能エネルギーによ

る発電量が多すぎた（少なすぎた）場合や需要予測と実

際の需要が大きく異なった場合などに設定するもので，

リアルタイムプライシングと同様，ベーシックプライシ

ングに係数を掛ける．その場合の係数はリアルタイムプ

ライシングより，幅を大きく持たせることとしている．

本事業では，こうした電力料金制度のほか，先に述べ

たさまざまな仕組みを総合的に導入して，効率的なエ

ネルギーマネジメントシステムを構築することとして

いる．

8.2　実証実験
ダイナミックプライシングの社会実証にあたっては，

得られたデータを国際標準の成果とするため，有識者の

先生方にご指導をいただきながら，価格変動を行うグル

ープ（トリートメントグループ）や価格変動を行わない

グループ（コントロールグループ）など，実証参加者の

方々にいくつかのグループに分かれていただいて実証実

験を実施中である．

また，ダイナミックプライシングによる社会実証の初

年度となる2012年度は，参加住民の方々に混乱なくご
対応いただくため，一般需要家向けにはシンプルな設計

とした．

まず，電気料金をレベル1からレベル5まで5つのパ
ターンで設定し，その日の電力の逼迫度に応じてその5
つの料金パターンのうちから1つを選び，前日に通知す
る．最も安価なレベル1のピーク時間帯は15円であるが，
レベル2では50円，レベル3は75円，レベル4は100円，
レベル5は150円に設定した．通常はレベル1であるが，
電力の逼迫が予想されるとレベル2からレベル5までが
ランダムに発動された．ダイナミックプライシングの基

本設計としては電力の逼迫具合に応じて料金を段階的に

上げていくのであるが，今年度はランダムに料金を発動

し，いくらの価格帯であればどの程度の住民の方々が節

電行動を起こしていただけるかのデータを収集し分析し

た．また，多くの住民の方々が節電行動を起こしていた

だいた際，その高い料金が終了した直後にリバウンド現

象による新たなピーク発生の有無についてもデータ収集

し分析を行った．

ちなみに，この設計に当たっては，有識者の先生方に

ご指導をいただき参加住民の方々の不利益とならぬよう

レベニューニュートラリティを考慮して，年間の発動日
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数は高い価格のレベル2からレベル5までをそれぞれ最
大24日，残る日数である270日程度は安価なレベル1と
している．

8.3　成果と課題
2012年度の夏季の実証では，図7のように夏のピーク
時間である13時から17時まで時間帯でダイナミックプ
ライシングを発動した．

発動結果は，図8のグラフの内容であった．実証開始

前は，濃い色のコントロールグループと薄い色のトリー

トメントグループがほとんど同じ形になっており，レベ

ル1の15円の段階でも，大きな変化は見られない．しか
しながら，レベル2の50円からレベル5の150円までは，

ダイナミックプライシングが発動されている時間帯にお

いて，電力料金が高くなるに従って2つのグループの電
力使用量の差が大きく広がっている．

それらを整理したものが図9である．CPPの発動によ

って，9%から13%のピークカット効果が確認された．

また，この全実証世帯は実証前からオール電化の季時

別料金（TOU）の世帯であり，一般的な従量制世帯を

TOUに移行することにより，9.1%のピークカット効果

が確認されている東電管内での2011年に実施された実
証結果も加味すると，一般的な従量制世帯の場合には

18%から22%のピークカット効果が見込まれる．

同様に，2012年度の冬季の実証では，図10のように
冬のピーク時間である朝の8時から10時までと，夕方の
18時から20時の時間帯でダイナミックプライシングを
発動した．

発動結果は，図11のグラフの内容であった．夏と同

様に，レベル1の15円の段階では，2つのグループの電
力使用量には大きな変化は見られない．しかしながら，

レベル2の50円からレベル5の150円までは，ダイナミ
ックプライシングが発動されている時間帯において，電

力料金の変動に対して2つのグループの電力使用量の差
が広がっている．ただし，夏季と異なるのは，電力料金

が高くなるに従って2つのグループの電力使用量の差が
単純に大きく広がっていくというきれいな価格弾力性が

若干崩れたところである．

それらを整理したものが図12である．ダイナミック

プライシングとしてCPPの発動によって，9%から12%

のピークカット効果が確認された．また，夏季と同様の

TOU補正を行うと，一般的な従量制世帯の場合8%から

21%のピークカット効果が見込まれる．

前述の価格弾力性が崩れる傾向は，実証の継続ととも

に大きくなってきており，現在，調査・分析を行ってい

るところであるが，需要家の節電行動の定着および料金

制度等に対するリテラシーの向上があるのではないかと

考えている．なぜなら，価格弾力性は崩れているものの

ダイナミックプライシングによる全体のピークカット効

果は落ちていないからである．

９．成果の展開

前述のように，この八幡東田地区は新日鐵住金（株）

が電力供給を行っている，ある意味特殊なエリアである．

そのため，ここで展開している各種機器・施設および実

証結果を国内他地域へ展開することは決して容易ではな

図 7　料金テーブル例（2012年度　夏季）

図 8　DP発動結果グラフ（2012年度　夏季）

図 9　DP発動結果一覧（2012年度　夏季）
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ピークカット効果（午後1～ 5時） 効果（％） 統計的有意性

CPP＝50円 −9.0％ 5%水準
CPP＝75円 −9.6％ 5%水準

CPP＝100円 −12.6％ 1%水準
CPP＝150円 −13.1％ 1%水準

【参考】CPP効果にTOU効果も加え補正
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CPP＝75円 −18.7％ 5%水準
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CPP＝150円 −22.2％ 1%水準
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いと考えていた．しかし，先の東日本大震災を契機とし

て環境は一変した．再生可能エネルギーの積極活用，コ

ジェネ等の緊急時バックアップ電源の確保，そして電力

の負荷平準化等々の地域エネルギーマネジメントの仕組

みそのものが，そのまま必要とされるようになったので

ある．

東日本大震災の被災地支援・復興支援に関しては，北

九州市もいち早く職員の方々の派遣等の支援が行われて

きた．特に岩手県釜石市とは新日鐵住金（株）釜石製鐵

所と八幡製鐵所の「鉄の絆」もあり，釜石市の「スマー

トコミュニティ構想普及支援事業」等の復興プランづく

りに関しても北九州市が積極的に参画するなど，本事業

の成果の展開の可能性が検討されているところである．

また，海外展開にあたっては，北九州市のアジア低炭

素化センターにおいて関係企業と連携しながら下記のよ

うな関係国との協議・調査等を実施している．

（1）インドネシア（スラバヤ）
スラバヤ市の国営工業団地でのスマート化などを進

めるため，2011年3月に戦略的環境パートナーシップ共
同声明を両市長が署名し，2012年度からはFS調査を実

施中．

（2）インド（DMIC）

大規模港湾が整備され化学工場などの建設が進むダヘ

ジ地区に，スマートグリッドや水処理膜を使った上下水

処理施設を整備するプロジェクトが進行中．この中で，

北九州市からのまちづくりのノウハウを提供中．

（3）マレーシア（プトラジェヤ，サイバージャヤ）
北九州市の経験とノウハウを活用し，2都市のグリー
ンタウンシップ（緑のまちづくり）化と，さらなる都市

としての発展に向けた基本戦略構築，目標設定に参画．

また，2011年12月，北九州市は国の環境未来都市と
国際戦略総合特区のダブル指定を受けている．

今後の事業展開にあたってはこれらともうまく連携

し，エネルギー利用の最適化にとどまらず，行政サービ

スとの連携や交通情報，公共安全情報，公害情報などを

最適管理するシティオペレーションセンターを中核とす

る次世代型社会インフラオペレーションシステムを構築

し，北九州モデルのパッケージ輸出を図っていきたいと

考えている．

10．おわりに

10.1　確認された事実
現在，この事業も開始から4年を経過し，2年間の実

証実験を実施した．参画企業・団体も70を超え，多く
の技術実証・社会実証が実施されている．

この2年間の社会実証により，まず確信を持てたこと
は，ダイナッミクプライシングを中心としたデマンドレ

スポンスは，日本においても有効に機能するということ

である．この地域と同様に，TOUの料金制度が適用さ

れている需要家では，すでにヒートポンプを中心として

電力のピークシフトが実現されており，ダイナッミクプ

ライシングによる大きな効果は得難いとの海外実証の事

前調査結果もあったが，本実証試験においては，ダイナ

ミックプライシングのみで9%～ 13%，TOUでの効果も

勘案すると18%～ 22%の効果が得られた．

また，時間の経過とともに，需要家側に慣れが発生し，

図 10　料金テーブル例（2012年度　冬季）

図 11　DP発動結果グラフ（2012年度　冬季）

図 12　DP発動結果一覧（2012年度　冬季）
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【参考】CPP効果にTOU効果も加え補正
ピークカット効果 効果（％） 統計的有意性

CPP＝50円 −19.3％ 1%水準
CPP＝75円 −19.8％ 1%水準

CPP＝100円 −18.1％ 1%水準
CPP＝150円 −21.1％ 1%水準
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効果が小さくなってくるとの予測もあったが，少なくと

もこの2年間という期間においては，当初からの効果を
維持している．

しかしながら，実証実験当初には明確な価格弾力性が

あったものが，時間の経過とともに崩れてきている．こ

れは，アンケート等から推測するにダイナミックプライ

シング発動時には，家族で外出する等の節電行動パター

ンが定着してきたことなどと考えている．

10.2　残された課題
このように，全体としてのピークシフト効果は証明さ

れたが，需要家によるバラつきや発動日によるバラつき

などはまだ大きく，実装に向かう観点からの課題は，ダ

イナミックプライシング発動時の効果の保証という点で

ある．これが担保されない限りは，結果的にその範囲の

供給予備力を持つ必要があり，事業展開のための障壁と

なるからである．

これを解決するためには，気象等の他の条件データと

の関連性をより分析するとともに，需要家のクラスタリ

ングも含めて，どのタイミングで，どのような情報を，

どのような手段で提供すれば需要家の行動変容が生じる

かといった，より高い精度を目指した研究および実証を

進めていく必要がある．これらについては，現在，東京

工業大学，九州大学，九州工業大学とも共同で，研究お

よび実証を開始したところである．

また，効果の保証という観点からは，最終的に需要家

との契約を含めた仕組みづくりが必要であると考えて

いる．

10.3　スマートコミュニティにおける ICTの課題
ICTの課題としては，前述した建築物の構造による通

信品質の問題，xEMS間や家電等とのインタフェースの

標準化などがあげられるが，これらについてはすでに多

くの研究や検討が実施されている．

この実証を通じて，我々が今最も必要と考えるのは，

得られる大量のデータを十分なセキュリティを担保しな

がら，オープンデータ化を図っていくことである．

なぜなら，スマートコミュニティが取り扱う範疇は幅

広く，データ量も膨大となってくるが，これらを活用し

た成果としての理論，技術，仕組み，制度などはまだま

だ確立されていないものが多い．これを解決するために

は，これから継続的に，他分野に渡る頭脳，業種を超え

た企業，行政組織，そしてprosumerとしての需要家の

英知を集結して，技術や制度を確立していかねばならな

い．これらの貴重かつ莫大なデータを，それぞれの立場，

専門分野で，自由に研究，検討，事業化に利用できる環

境づくりが必要である．

そのためには，需要家へ提供されるサービスの理解を

促すような分かりやすさとともに，需要家自らの情報収

集・開示の選択によるサービス提供など，需要家のプラ

イバシーを確実に確保するためのプライバシーデータ制

御ポリシーの確立が必要である．そして，収集される各

種データを利活用するにあたり，利用者ごとのアクセス

レベルを体系化し，セキュリティに関して想定されるリ

スクを技術的に回避して，多面的なデータ分析に利用し

やすいオープンデータプラットホームを構築していかな

ければならない．

今後，これらについては，国際的なスマートグリッド

に関連する標準化動向や，自治体データを中心に議論が

進んでいるオープンデータ利活用における情報セキュリ

ティなどの動向を睨みながら，産学官民の英知を結集し

検討・研究を進めていきたい．
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